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[日本は放火自殺者が異常に多い] 
 日本の放火問題を考える時、「放火自殺」のことは避けて通れません。「放火自殺」とは、

自殺のために自分自身や自分がいる建物や車などに放火することで、ガソリンなどをかぶ

って火をつけるいわゆる「焼身自殺」が典型です。 
 放火自殺者の数は平成１３年で 805 人ですが、これは火災による死者数（2195 人）の
36.7％にも当たります。火災による死者の中にこれだけ高い比率で放火自殺者が混ざってい
ると、防火安全対策の効果の検証などに支障が生じます。このため、日本の火災統計では、

「火災による死者」は、放火自殺者を「含む」か「含まない」かを必ず区別して表現する

ようにしているくらいです。 
 諸外国の火災統計で、このように「放火自殺者」を区別しているものは（調べた限りで

は）ありません。先日の韓国の地下鉄火災を考えれば、「放火自殺」そのものは諸外国にも

結構あるのだと思います。日本の「放火自殺」がこのように多いのが日本特有の現象なの

か、諸外国では「放火自殺」を火災統計の中に入れていないだけなのかはよくわかりませ

ん。 
 
[放火自殺者が増え始めたのは１９６６年以降] 

 火災統計に放火自殺が初めて位置づけられたのは１９６６年（昭和４１年）のことで、

その数は 47人、火災による死者数（1111人）の 4.2％でした。当時、ベトナム戦争に反対
するため、ベトナムの僧侶が次々に焼身自殺を図ったことが大きく報道されました。その

ことが少なからず関係しているのではないか、というのが私の推測です。 
 以後放火自殺者数は増え続け、１９８８年（昭和６３年）に 950 人（火災による死者の
44.9％）でピークとなります。その後は減少傾向となりますが、経済社会の低迷のせいか、
１９９５年（平成７年）の 536人を境に再び増加傾向を示しています。 
 
[放火自殺者は壮年層が多い] 

 平成１３年中の放火自殺者を年齢別に見ると、５０歳代が 30％と圧倒的に多くなってい
ます。次いで６０歳代と４０歳代がそれぞれ 18％で、壮年層が放火自殺者の中心となって
いることがわかります。５０歳代の放火自殺者数は、２０歳代の４．５倍にもなります。 
 また、男女別に見ると、男性が 529人で女性（266人）の２倍以上になっています。 
 放火自殺者の最も多い世代は次第に上昇しており、1979年（昭和５４年）には３０歳代
でしたが、1995年（平成 7年）には４０歳代、２０００年（平成１３年）には５０歳代と
なっています。男女の比率も最近になって大きく広がる傾向が見られます。また、職業別



に見ると、最近は「無職」が大幅に増えているのが目につきます。 
 いずれも、経済社会の低迷している状況が影を落としていることがうかがえます。 
 
[放火自殺は屋外が多い] 

 前出の報告書の調査結果（データは平成７～８年）を見ると、半数弱の人が「屋外」で

放火自殺しています。「自動車の運転席」（１６％）と合わせると、放火自殺者の３分の２

は他人に迷惑のかからない場所で焼身自殺していることになります。しかし、残りの３分

の１強の人は建物内部で放火することにより自殺を図っており、この結果、放火自殺の巻

き添えにより、年に１０～２０人が亡くなっています。 


